
令和5年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

1

電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給
付金（低所得者世帯
給付金）

①コロナ禍において物価高騰等に直面する低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し給
付することで、生活困窮者等を支援する。
②給付金　21,510千円＝717世帯×30千円
　 事務費　227千円（消耗品費、郵送料、振込手数料）
③町内に在住する低所得世帯（住民税非課税世帯）

R5.6.26 R5.12.28 21,736,945 21,736,945

コロナ禍において物価高騰等に直面する低
所得世帯（住民税非課税世帯）に対する支
援が図れた。
（給付世帯　717世帯）

2
子育て世帯生活支援
給付金

①コロナ禍において物価高騰等に直面する18歳以下の児童がいる世帯に対して給付
することで子育て世帯を支援する。
②給付金　38,350千円＝767人×50千円（児童1人あたり）
③児童（18歳以下）。ただし、厚生労働省所管の「低所得の子育て世帯に対する子育て
世帯生活支援特別給付金」の対象者を除く。

R5.7.7 R6.3.8 38,350,000 17,429,000
コロナ禍において物価高騰等に直面する子
育て世帯への支援が図れた。
（給付児童（18歳以下）　767人）

3
学校保健特別対策事
業費補助金

①ウィズコロナ下での感染症対応の強化として、加湿空気清浄機やアルコール噴霧器
足踏み式などを購入・設置することで、学校内における感染症対策を行う。
②消耗品費　470千円（泡ハンドソープ、非接触式体温計外）
　 器具購入費　315千円（加湿空気清浄機、アルコール噴霧器足踏み式外）
③義務教育学校（前期課程・後期課程）

R5.8.25 R5.10.31 785,592 393,000
学校内における感染症対応の強化が図れ
た。（消耗品・器具購入）

60,872,537 39,558,945
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